
様式１

(単位：千円）

(単位：千円）

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

597,120 594,454 475,553 118,901 2,666

1
ツーリズム「北中
城」促進事業

　国内外の観光客誘致や観光環境の強化に向けて、世
界遺産に登録された『中城城跡』や国指定重要文化財
『中村家住宅』など、数多く存在する貴重な歴史文化
遺産を活かし、付加価値を加えた魅力ある観光地の形
成に取り組むと共に、新たな観光資源発掘や観光団体
の育成・強化を図り、本村を訪れる観光客の満足度を
向上するため、平成27年度にオープンする大型商業施
設と連携した観光客おもてなし事業とアワセゴルフ場
跡地周辺まちづくりを促進していく。

ｲ 10 24 6 34 3 186,155 185,455 148,360 37,095 700 3 3 (2) ｲ

①
あやかりの杜滞在型
施設活用事業

　長期滞在型のある宿泊施設、キャンプ場等がある
「あやかりの杜」を活用した、野外活動や沖縄の自然
や伝統文化の学習等を実施する。

ｲ 5 24 6 29 3 5,000 5,000 4,000 1,000 3 3 (2) ｳ
交付決定前着
手

②
歴史文化散策路ネッ
トワーク整備事業

　誘客を図るため、世界遺産「中城城跡」を核とし
て、村内にある歴史文化遺産の活用と、村の魅力を発
信するとともに、徒歩で周遊できる散策遊歩道整備を
実施する。散策遊歩道整備の実施個所は、重点地区と
なっている喜舎場・仲順地区とする。

ﾘ 6 24 7 30 3 30,468 30,468 24,374 6,094 3 3 (2) ｳ
交付決定前着
手

③
北中城まつり活性化
事業

　県内外の誘客及び村民コミュニケーション醸成を図
るため、夏場の祭りとして、沖縄の伝統文化である
「青年エイサー」、秋場の「北中城まつり」の開催、
そして冬場の祭りとして、沖縄の温暖な気候を活かし
た日本一早い「ひまわりまつりin北中城」を開催す
る。

ｲ 10 24 6 34 3 14,017 13,317 10,653 2,664 700 3 3 (2) ｵ

交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

④
荻道・大城湧水群周
辺環境整備事業

　平成の名水百選に選ばれた湧水群について、新たな
観光資源としての活用を目指し、水質の調査や、世界
遺産「中城城跡」のすぐ近くに点在するという環境を
活かし、湧水群周辺整備を実施する。

ｲ 5 24 6 29 3 8,000 8,000 6,400 1,600 3 3 (2) ｲ

交付決定前着
手
第4回目交付
決定変更(事
業費減額)

平成27年度　沖縄振興交付金事業計画(沖縄振興特別推進交付金)(変更後)

地方公共団体名 北中城村

交付限度額 交付金交付額

市町村分総額 うち当該団体配分額 既計上額　① 追加額 ② 合計額  （①＋②）

31,800,000 475,553 483,731 -8,178

日

Ｃ

負担額
月

475,553

内諾日
　交付対象事業費 交付対象外

経費

振興計画
該当箇所 備考

合　　計

月 年 月

Ｂ

№
交付対象事業等

の名称
交付対象事業等の概要

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

年

Ａ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 1/7



様式１

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

日

Ｃ

負担額
月

内諾日
　交付対象事業費 交付対象外

経費

振興計画
該当箇所 備考

月 年 月

Ｂ

№
交付対象事業等

の名称
交付対象事業等の概要

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

年

Ａ

⑤
地域活性化キャラク
ター活用事業

 本村の認知度向上と地域資源の情報発信・観光客誘
客強化を図るため、平成25年度に誕生した地活キャラ
及びＡＲアプリを活用し、村内地域イベント、県内外
でのキャラクターを介したイベントに積極的に参加
し、PR活動を行う。また、本村14字自治会、青年会、
婦人会、老人会等各種団体のイベントでの活用を行う
と共に運用する人材の育成を行う。また、まつりやイ
ベントでの特産品などの販促を推進するための広告塔
として活躍させる。

ﾊ 9 25 6 34 3 7,946 7,946 6,356 1,590 3 3 (2) ｲ

交付決定前着
手
第4回目交付
決定変更(事
業費減額)

⑥
中城城跡アクセス
（大城登又線）整備
事業

　世界遺産「中城城跡」を核とした県営中城公園整備
が進んでいる中で、当該公園北側に接する村道大城登
又線の拡幅工事を推進し、観光客等誘客を図る。

ｲ 2 26 4 28 3 8,208 8,208 6,566 1,642 3 3 (2) ｳ

交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

⑦
東海岸まちづくり整
備事業

　本村の東海岸地域における低未利用地（遊休農地
等）の有効的な土地利用を図るため、津波等の災害に
強い防災基盤施設等の整備と併せて、魅力ある「食」
の資源を活かした特色ある観光地として都市的基盤整
備を行う。

ﾊ 6 24 6 28 3 9,150 9,150 7,320 1,830 3 3 (6) ｱ
交付決定前着
手

⑧
観光情報発信拠点推
進事業

　「イオンモール沖縄ライカム」内に設置した、観光
情報発信の拠点となる北中城村観光案内所（仮称）を
積極的に運用し、北中城村のみならず、沖縄県内全域
の観光案内・情報発信等のサービスを提供するととも
に、当該商業施設を訪れる観光客等のおもてなしを充
実させ、村内各所へ誘導して村内飲食店等の活性化も
狙う。平成２７年度以降には観光協会や商工会、県内
ホテル等との連携による観光商品（ツアー、イベント
等）商品開発を行う。

ｲ 3 26 10 29 3 12,132 12,132 9,705 2,427 3 3 (2) ｳ
交付決定前着
手

⑨
アワセゴルフ場周辺
まちづくり整備事業

　アワセゴルフ場跡地は、土地区画整理事業により整
備が進められ観光交流拠点にふさわしい街となる。ま
た将来においては、アワセゴルフ場跡地に隣接するラ
イカム・ローワ地区も返還され、この周辺一帯は新し
い市街地を形成することになる。しかし、この両跡地
に近い土地（プラザハウス周辺）は米軍基地に接して
いたため整備ができず老朽化した住宅が細街路で連接
された状況となっていることから、本地区の再開発を
目的に、一体性を連ねる観光交流拠点として活用する
ための調査・検討を行う。

ｲ 3 27 5 30 3 9,828 9,828 7,862 1,966 3 3 (2) ｳ

新規
交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

⑩ 公営墓地整備事業
　沖縄独特の墓地散在化の抑制と整理、景観的な配慮
や住環境の改善を図るため、公営墓地用地の取得を行
う。

ｿ 5 24 7 31 3 81,406 81,406 65,124 16,282 3 3 (6) ｱ

交付決定前着
手
第3回目交付
決定変更(事
業費減額)
第4回目交付
決定変更(事
業費減額)

2 　　
駐留軍用地跡地等利
活用事業

　返還の合意された、または返還された駐留軍用地の
効果的で効率的な計画策定を行い、駐留軍用地跡地利
用の早期実現化を可能とする取り組みを推進する。

ﾖ 7 24 6 31 3 283,240 283,240 226,590 56,650 3 3 (13) ｳ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 2/7



様式１

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

日

Ｃ

負担額
月

内諾日
　交付対象事業費 交付対象外

経費

振興計画
該当箇所 備考

月 年 月

Ｂ

№
交付対象事業等

の名称
交付対象事業等の概要

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

年

Ａ

①
アワセゴルフ場地区
観光拠点づくり事業

　観光客誘客が期待される駐留軍用地跡地である「ア
ワセゴルフ場地区」の観光拠点まちづくり及び安心安
全なまちづくりを推進し、災害にも強く魅力ある観光
まちづくりを目指すため、災害時の一時避難所（商業
施設）と医療施設の施設に係る連携体制構築に向けた
調査・整備方針の検討を行う。

ﾖ 5 24 6 29 3 11,481 11,481 9,184 2,297 3 3 (13) ｳ

交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

②
アワセゴルフ場地区
歴史・まちづくり映
像保存事業

　アワセゴルフ場地区は、戦前は肥沃な土地に恵まれ
た比嘉集落が形成され、自作農で生産性も高く豊かな
集落であったが、戦後、強制的に土地が収用され60年
余あまりにわたって米軍娯楽施設のゴルフ場として使
用され、平成22年7月に返還された。
　そのような戦前の営みからゴルフ場利用、返還合意
から土地利用までの歴史文化の継承を図るため、映像
記録、編集を実施する。

ﾖ 7 24 6 31 3 1,020 1,020 816 204 3 3 (13) ｱ
交付決定前着
手

③
アワセゴルフ場地区
公共用地取得マネジ
メント事業

　アワセゴルフ場跡地は、平成22年7月に返還され都
市計画決定及び県条例における環境影響評価を行い、
平成25年度より造成工事が開始されており、造成工事
の進捗に合わせ平成26年度より公共用地の取得準備を
開始する。
　跡地利用の計画的な進捗には、公共用地の取得も計
画的に進める必要があり、そのために、用地アセスメ
ントから買収・登記まで一連して計画的に進めるため
に用地取得マネジメントを行い跡地利用の迅速な推進
を図る。

ﾖ 3 26 4 29 3 11,283 11,283 9,026 2,257 3 3 (13) ｱ

交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

④
喜舎場ハウジング地
区跡地利用推進事業

　駐留軍用地キャンプ瑞慶覧「喜舎場ハウジング地
区」内における跡地利用推進計画として、喜舎場ス
マートICのフルインター化に向け、インターチェンジ
のレイアウト（案）の検討、道路構造、跡地利用など
の調査を実施する。

ﾖ 5 25 6 30 3 22,056 22,056 17,644 4,412 3 3 (13) ｱ

交付決定前着
手
第3回目交付
決定変更(事
業費増額)

⑤
キャンプ瑞慶覧特定
駐留軍用地推進基金
事業

　キャンプ瑞慶覧ロウワープラザ住宅地区の跡地利用
を促進するための基金を創設し、公有地の先行取得を
行う。

ﾖ 5 25 12 30 3 237,400 237,400 189,920 47,480 3 3 (13) ｱ

第1回目交付
決定変更(事
業追加)
第3回目交付
決定変更(事
業費増額)

3 雇用対策事業

　活力ある地域づくりを目指し、高い水準で推移して
いる失業率の改善を図るため、若者や退職期を迎えた
団塊の世代の再就職希望対応など、雇用サポートセン
ターでの継続した雇用支援を実施する。
　また、将来のまちづくりの担い手となる児童生徒の
勤労観・職業観と学校をはじめ地域全体の連携による
雇用問題の解決や就業意識の向上を図るため、ジョブ
シャドウイングをはじめとする包括的なキャリア教育
を実施する。

ﾎ 10 24 6 34 3 19,027 19,027 15,221 3,806 3 3 (10) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 3/7



様式１

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

日

Ｃ

負担額
月

内諾日
　交付対象事業費 交付対象外

経費

振興計画
該当箇所 備考

月 年 月

Ｂ

№
交付対象事業等

の名称
交付対象事業等の概要

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

年

Ａ

①
雇用サポートセン
ター事業

　活力ある地域づくりを目指し、高い水準で推移して
いる失業率の改善を図るため、若者や退職期を迎えた
団塊の世代の再就職希望対応など、雇用サポートセン
ターでの継続した雇用支援を実施する。

ﾎ 10 24 6 34 3 4,093 4,093 3,274 819 3 3 (10) ｱ

交付決定前着
手
第4回目交付
決定変更(事
業費減額)

②
グッジョブ連携推進
事業

　将来のまちづくりの担い手となる児童生徒の勤労
観・職業観と学校をはじめ地域全体の連携による雇用
問題の解決や就業意識の向上を図るため、ジョブシャ
ドウイングをはじめとする包括的なキャリア教育を実
施する。

ﾎ 7 27 4 34 3 14,934 14,934 11,947 2,987 3 3 (10) ｱ
新規
交付決定前着
手

4
農水産アクティビ
ティ事業

　北中城村の第1次産業・第2次産業・第3次産業の連
携を図り、農水産物の付加価値を高め、村全体の産業
振興に取り組むため、本村独自のブランドの形成とブ
ランドプロモーションのためのＰＲ強化を図りながら
販路の拡大を推進する。また、農水産業の安定化を図
るため、経営改善指導や軟弱野菜生産支援による生産
の安定、循環型農業の推進など取り組みを行う。

ﾆ 10 24 7 34 3 14,693 13,645 10,916 2,729 1,048 3 3 (9)

①
軟弱野菜生産支援事
業

　村内の農家は露地生産が多く、天候不良による影響
を受けやすく計画生産が難しい状況にある。耐候性野
菜栽培施設（パイプハウス）を導入し、軟弱野菜の産
地形成に取り組む。

ﾊ 5 25 6 30 3 3 3 (7) ｱ

交付決定前着
手
第3回目交付
決定変更(事
業廃止)

②
農業経営改善支援事
業

　生産性の向上と後継者不足及び耕作放棄地の解消を
目指し、農業者の技術支援及び助言と、就農を希望す
る若者の人材育成のため、農業経営改善支援員を派遣
する。

ﾊ 10 24 7 34 3 4,205 4,205 3,364 841 3 3 (7) ｴ
交付決定前着
手

③
地域ブランド構築事
業

　Ｈ26年度までに考案した商品のさらなるブラッシュ
アップを行うとともに、特産品と合わせて販売拡大や
県外物産フェアへの出店を行う。また、村内事業所の
自主性を高めるために公募型の商品開発も行い、地域
ブランド発信事業者を増やす取り組みを行う。

ﾆ 10 24 7 34 3 10,488 9,440 7,552 1,888 1,048 3 3 (9) ｲ
交付決定前着
手

5 災害対策事業

　観光客を含む災害時要援護者の円滑な避難を図るた
め、避難支援事業及び自主防災組織等への災害時の要
援護者支援に活用する防災資機材を整備し、支援体制
の整備・強化を行う。

ﾚ 5 24 6 29 3 5,204 5,054 4,043 1,011 150 3 2 (4) ｲ

①
災害時要援護者避難
支援事業

　観光客を含む災害時要援護者の円滑な避難を図るた
め、避難支援事業及び自主防災組織等への災害時の要
援護者支援に活用する防災資機材を整備し、支援体制
の整備・強化を行う。

ﾚ 5 24 6 29 3 5,204 5,054 4,043 1,011 150 3 2 (4) ｲ
交付決定前着
手

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 4/7



様式１

交付金交付額
沖縄県 市町村 その他
Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 章 節 項 目

日

Ｃ

負担額
月

内諾日
　交付対象事業費 交付対象外

経費

振興計画
該当箇所 備考

月 年 月

Ｂ

№
交付対象事業等
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交付対象事業等の概要

事
業
分
類

計
画
期
間

事業
始期

事業
終期

　総事業費

年

Ａ

6 　　
エコアクション推進
事業

　村全域を植物公苑と見立て、特徴的な自然の保全や
観光拠点周辺及び住宅地内の緑化促進を実施するとと
もに、北中城村新エネルギービジョンに掲げられた
「クリーンエネルギーの導入」、「省エネルギー化」
及び「リサイクルの促進」について、昨年度策定した
エコアクションプログラム（実施計画）をもとに、Ｃ
Ｏ2削減の取り組みの先駆けとして公共施設への太陽
光発電システムの設置、照明器具のLED化を行う。

ﾚ 10 24 7 34 3 26,677 26,677 21,341 5,336 3 1 (3)

①
全村植物公苑化推進
事業

　本村まちづくりの基本目標の1つである「全村植物
公苑づくり」のもと、村全体を植物公苑とみたて、観
光拠点周辺の地域緑化を行う。

ｲ 10 24 7 34 3 9,497 9,497 7,597 1,900 3 1 (6) ｲ
交付決定前着
手

②
公共施設等エコアク
ション推進事業

　北中城村全体でCO2削減に向けたエコアクションの
先駆けとして、省エネルギー化のため、村道へのＬＥ
Ｄ新設と、自治会管理の既存照明機器等をＬＥＤへ切
り替えを行う。

ﾚ 6 24 12 30 3 17,180 17,180 13,744 3,436 3 1 (3) ｱ
交付決定前着
手

7
国際化・ICT人材教
育推進事業

　国際化社会に対応できる人材の育成に向けて、外国
人や英会話能力の優れた講師による生きた英語による
英会話指導を幼稚園・小中学校で行うとともに、子ど
もから大人までを対象に米国の教育機関の講座を開講
する。また、英語圏だけではなく、本村の海外子弟の
多い地域へ派遣を行い、国際人材の育成を図る。

ﾁ 10 24 7 34 3 16,918 16,150 12,919 3,231 768 3 5 (4)

①
総合英会話指導支援
事業

　英語を母国語とする外国人や英会話能力の優れた講
師による英会話指導を実施し、生きた英語に触れるこ
とで、外国語教育の充実と国際性豊かな人材育成を図
る。

ﾁ 10 24 7 34 3 6,552 6,552 5,241 1,311 3 5 (4) ｱ
交付決定前着
手

②
アメリカ教育機関
ネットワーク形成事
業

　WEBシステムによるライブ授業を開設し、小学生の
高学年から中学生を中心に米国のワシントン州立大学
教員による集中講座を行い、英会話力・英作文力・英
文読解力を習得させ、国際化社会に対応できるよう人
材を育成する。

ﾁ 10 24 8 34 3 6,553 5,785 4,628 1,157 768 3 5 (4) ｱ

交付決定前着
手
第4回目交付
決定変更(事
業費増額)

③
海外子弟青年交流事
業

　友好親善と国際交流の推進を図るため、本村出身者
が多く経済発展を遂げている南米３カ国（ペルー、ア
ルゼンチン・ブラジル）及び交流可能な海外村人会に
研修生を派遣する。また、世代交代がする海外子弟の
青年に、沖縄の文化・伝統芸能の習得によるウチナー
ンチュとしてのルーツを再確認してもらうともに、本
村及び研修修了生を交えた「交流ネットワーク会議」
を立ち上げ海外と本村を結ぶ懸け橋となる人材育成を
図る。

ﾁ 10 24 7 34 3 3,813 3,813 3,050 763 3 5 (4) ｱ

交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 5/7
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8
歴史文化継承基盤整
備事業

　本村の今後のまちづくりのに向けて、地域の歴史、
文化遺産を保全・活用するため、世界遺産「中城城
跡」を含む村内に点在する歴史的風致資産や歴史資料
に関する調査を行うとともに、村内の文化財の紹介・
情報発信や学校の歴史教育、歴史研究者・郷土史家の
研究などに活用できるよう、データベース化を図る。

ﾘ 6 24 7 30 3 11,492 11,492 9,193 2,299 3 1 (5)

①
琉球歴史風致資産調
査事業

　過年度調査分の歴史風致資産について、より詳細な
情報を収集・記述するため、文献資料による補足調査
を行うとともに、村内で行われている伝統的な民俗祭
祀行事について、専門的見地から内容を記録・解説す
るため、映像記録の作成・編集、聞き取り調査及び関
連史料の収集・分析を実施する。
 また、過年度整理分の民具等の収蔵台帳データベー
スをウェブを通して広く発信するために文化財情報
ポータルサイト（仮）の仕様設計を実施する。

ﾘ 6 24 7 30 3 9,019 9,019 7,215 1,804 3 1 (4) ｱ

交付決定前着
手
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

②
中城間切ノロ関係資
料集作成事業

　「中城間切ノロ関係資料集（仮）」の発刊に向け、
これまで収集した資料及び調査成果をもとに、「島袋
ノロ文書」の解説原稿及び本巻論述編の仮原稿を執筆
し、また、上記原稿執筆にあたり必要な補足追加資料
の収集も随時実施する。

ﾘ 6 24 7 30 3 2,473 2,473 1,978 495 3 1 (4) ｱ
交付決定前着
手

9
教育環境充実サポー
ト事業

　村内の幼稚園、小学校、中学校に在籍する園児・児
童・生徒のうち、特別に支援を要する子ども達に対
し、支援員を配置することで、障害のある子どもが他
の子どもと平等に教育をうけることができるよう環境
の充実を図る。
　また、学習の遅れがちな児童生徒に対し、幅広く活
躍できる人材育成の土台作りを図るため、基礎的・基
本的知識や技能の習得に向けた支援を実践する。

ﾁ 9 25 4 34 3 30,841 30,841 24,672 6,169 3 2 (2) ｴ

①
特別支援教育支援員
配置事業

　村立幼稚園、小学校、中学校に在籍し、障害を持っ
た子や発達が気になる子に対し、身辺自立の介助や対
人関係の手助け、学習補助などの支援を行うことで、
障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みづくり
を図る。

ﾁ 9 25 4 34 3 26,969 26,969 21,575 5,394 3 2 (2) ｴ

交付決定前着
手
第4回目交付
決定変更(事
業費減額)
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

② 学習支援員配置事業
　学習の遅れがちな児童生徒に対し、基礎的・基本的
知識や技能の習得に向けた支援を実践することで、幅
広く活躍できる人材育成の土台作りを図る。

ﾁ 9 27 4 34 3 3,872 3,872 3,097 775 3 2 (2) ｴ

新規
交付決定前着
手
第4回目交付
決定変更(事
業費減額)
第5回目交付
決定変更（事
業費減額）

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 6/7
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Ａ

10 ①
健康長寿のまちづく
りアクション事業

　本村は平成26年3月、村民一人ひとりの健康づくり
を通して「村民の楽しみ・生きがい増」「村民の所得
増」「産業振興・観光振興」等、様々な良い効果が出
ることを目標とした「北中城村　健康長寿のまちづく
り計画」を策定した。本年度においては、「女性長寿
日本一のＰＲ事業」や「健康づくり村民会議」を実施
するとともに、26年度に策定したアクションプランを
念頭に村民の食生活と健康調査を行い健康習慣の啓発
に繋げる。

ﾇ 3 26 10 29 3 2,873 2,873 2,298 575 3 2 (1) ｱ

注　１） 事業分類は、要綱別表に掲げる交付対象事業の左欄の「イ」～「ソ」の記号を記入している。
　　 ２） 事業期間は、計画の期間である10年以内としている。
　　 ３） 「総事業費」、「交付対象事業費」、「交付金交付額」、「負担額」、「交付対象外経費」には、それぞれ当該年度に要する経費の額を記入している。 7/7


